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日本人・タイ人従業者意識の国際比較
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The purpose of the present paper is to delineate the cross-cultural di妊erencesin work 

attitudes between Japanese and Thai employees. Two asp巴ctsof work attitudes concerned 

in th巴 presentpap巴rare levels of workers subjective evaluation on the degree of unity of 

their work group and of their organizational commitment to their company. A Porter's 15-

item organizational commitment scale was used to indicat巴 thelatter attitude. It is assumed 

that， in general， Japanes巴 employeesshow stronger degree of collectivity orientation than 

Thai employ巴巴sthat may result in th巴 differences in the above two work attitudes. The 

results obtained from a qu巴stionnairetype survey of 835 and 818 Japanese and Thai em-

ployees respectively suggest that such a cross-cultural di妊erenceindeed exists as such that 

the degree of trust of oth巴remployees at a job setting is closely associat巴dwith th巴 levelof 

one's subjective evaluation on group unity and on organizational commitment among Japanese 

but not among Thai employ巴es. Th巴 resultsindicate the importance of the e妊ectof one's 

valu巴 orientationprescribed by one's cultural background upon work attitudes and suggest 

the need for a further systematic study on this issue. 

1.序論

海外日系企業の経営実務に携わる日本人派遣社員の重

大関心事のひとつに，自分逮が慣れ親しんできた日本で

の職場風土 ・職場道徳といった，個人と職場の関係がど

こまで進出企業においても通用するかという切実な問題

がある。しかしながら，このような問題に顕在化する日

本人と現地従業員の生活 ・ 労働 ・ ~磁場などに対する考え

方の類似 ・相違といった，いわばミク ロな立場に立つ研

究は，例えば「海外市場の投資動向J['労働市場J['企業

の組織戦略」といったマクロな研究に比べ，著しく立ち

遅れているといっても過言ではない。しかし，今後日系

海外企業がいかに進出先で受け入れられ，現地に根づい
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ていくことができるかを考えるにあたり，む しろこのミ

クロな分野の研究こそ是非とも必要とされよう。

このような問題意識をもとに， 日本及びタイの合計13

の企業において従業員アンケート調査を実施し， 日本

人， タイ人従業者意識の国際比較を行なった注①。 本論

文の目的は， この調査によって得られたデータをもと

に，日本人，タイ人従業員の従業者意識のうち (1)職場

集団に対する考え方， (2)会社に対する帰属意識の二点

に焦点をあて比J険検討する ことにある。

① この調査は社団法人全日本能率連盟人間能力開発セ

ンターよりの委託研究である。又論文中のデータは同

センターに対する報告書 「日本的経営の国際化にとも

なう諸問題」の第七章の一部を利用している。同セン

ター鹿野竜俊所長の御好意に感謝する。
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2. 日本人従業者意識 ["QCサークル， ZD運動の活動は集団に対する個人の

日本人従業者意識の典型的価値志向性のひとつに集団 忠誠を基礎とする集団主義であるJと結論づけてさえい

主義志向をあげることができょう。この集団主義をもっ ることからみてもこの変化は明らかであろう。

て，日本的従業者意識の根幹とする考え方は多くの研究 このような集団主義は，単に職場における仲間意識形

者により指摘されている。(日経連労務委員会， 1969; 成にとどまらず，個人が所属する会社組織そのものの帰

伊藤， 1969;間， 1971;古関， 1977;津田， 1978)。例 属にも大きく影響を及ぼしている。例えば，尾高(1965)

えば岩田は (1977・第4章第2節) はこの組織に対する帰属意識を，

日本人の問には，収集団への所属の欲求"や集 ある成員がたんに形のうえでそれに所属してい

団への定着志向が認められる。そしてこれらの るだけでなく，心から，つまり生活感情のうえ

心理特性を基盤として，日本の経営には，組織内 でもそれの一員であり，その集団を自分の集団，

諸関係の安定性を志向する傾向が顕著にみられ， 自分の生活根拠として感じている度合(尾形，

これが日本的経営の編成原理となっている。 1978:1) 

と述べている。こういった個々の従業員が自己の所属す と定義しているが，実際に組織に対しての帰属の定義を

る集団の規範を積極的にとり入れ，自己の行為の拠りど このように規範的準拠集団を基礎として定義しており，

ころとするといった集団主義志向は社会学的概念でとり これからみても，自己の所属するよりマクロな組織に対

あつかわれる規範的準拠集団に対する志向ともいうこと する帰属意識も日本人特有の集団主義にその成立基盤を

ができる (Kelley，1951)。即ち， Kelleyは準拠集団 置いていると考えることができょう。まとめると，日本

(Reference Group)を二つの下位概念に分類した。ひと 人の集団志向性は職場集団の規範的準拠集団としての受

つは対比的準拠集団 (ComparativeReference Group) け入れ，及び組織に対する帰属意識によ って顕在化して

であり， いまひとつは規範的準拠集団 (Normative いるのである。

Reference Group)であるという。この対比的準拠集団

とは，個人が自己の属する集団として，ある集団を受け 3. タイ人従業者意識

入れる場合，あくまでも自己のおかれている様々な状況 文化人類学者，社会心理学者らの指摘によるタイ人の

(例えば報酬，生産性)が他者と比べてどれ程の水準に 国民性のひとつに功利主義的な個人主義があげられてい

達しているかを判断するためのものといった，個人の利 る。これはチュラロンコン大学スパットラー ・スパープ

害意識を中心として， その比較判断のために必要とな (1976)によれば， 会社組織のような集団で， 束縛を極

る，手段的色彩をもった集団対象である。一方，規範的 度に嫌う自由志向と表わされるし，岩城 (1978)の指摘

準拠集団とは，個人がその価値，規範などを積極的に受 する自己中心的に己の生活を楽しむ現世享楽志向という

け入れ，それにより自己の存在の安定をはかるといった ことにもなる。又，佐野ら (1977)は集団規制の大きい

個人の集団参加それ自体が目襟となるような集団とする 日本社会と比較し，規則性，規律性，組織性を欠く非集

ことができる。 団主義的なタイ社会という Embree(1950)の報告を紹

日本人が職場内で非手段的な規範的準拠集団を志向す 介し， ["他人のことは構わないし，他人に自分のことは

る傾向は，日本の組織においては様々に独特な小集団連 構ってほしくないといった個人主義的態度は『タイ人は

動を成立・展開させた。これは例えば対比的準拠集団を 組織人としての資質を欠く』と日本人に判断させるひと

基礎とした各種経営管理技法が日本の組織の中で，規範 つの原因となっているJとも述べている(佐野ら，1977: 

的準拠集団を中心としたものへと漸次変化した事実にも 82)。加えて河部，問中 (1977: 133)は， ["西欧， 日本，

みることができる。一例に QCサークルをあげること ベトナムなどからの観察者がまず印象づけられるタイ文

ができょう。このサークルの本来の役目は， QCサーク 化の性格は，人々の個人主義的態度である」とし， ["タ

ルを通じ，個人の QCの知識を広め， よって生産品の イ人の個人主義的思考・態度は，タイ文化を構成する主

品質向上に役立てるという個人的知識の拡大に焦点をし 要なファクターである」と結論づけてもいる。

ぼった対比的準拠集団の意味合いが強かった(奥田， このような個人主義志向の許容度の大きい社会におい

1972)。しかし年がたつにつれ， QCサークルとしては， ては，おのずから職場集団に対する考え方，会社に対す

むしろ職場において従業員の一体感を強める小集団運動 る帰属感も日本のそれとは異なってくるであろう。

といった規範的準拠集団としての役割が強調されるよう まず職場集団のあり方を先ほどの準拠集団理論に沿つ

になるのである。 日経連労務管理委員会 (1969)が， て述べるとすると，タイ人の職場集団は Kelleyの考え
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る対比的準拠集団としての性格をとりやすいといえよ この対比的準拠集団志向を会社に対する帰属意識との

う。言いかえるなら集団のもつ手段的な機能がより重要 関連でとらえるとするなら，タイ人にとって会社組織は

視されるのである。タイ人が好んで使う，好ましい職場 日本人以上に手段的な役割を果たすと考えることができ

の人間関係を表わすものに「サヌック」という言葉があ る。この傾向は例えばタイ人従業員の帰属を高める方策

るが，この言葉で表現される状態は個人主義に根ざした としては高い賃金，地位の保障が大前提になるとした

手段的な職場集団のあり方を端的に示している。「サヌ Schroll (1973)の観察，市川 (1976: 23)の「自身の処

ツク」で表わされる職場の人間関係とは，お互いが和気 世術を打算し，・・・・上司や同僚への義理人情を求めず，

あいあいとした楽しい職場の雰囲気，居心地の良い状態 ・・ より良い職場がみつかれば平気で転職する」という

とでも言うこ とができょう。この状態は日本人の目 から 論述，あるいは佐野ら (1977: 80)の「待遇の良い職場

見たら，表面的ともとれる職場の人間関係を成立させて がみつかれば平気で転職し・ 司会社全体よりも自己を優

いる。即ち，日本の会社組織では，前述のようにタテマ 先させ・・・同僚が休んで仕事に穴があいてもそれをカパ

エとしてであっても個々の従業員の価値の同一化をもと ーしようとしないタイ人の忠誠心の欠如」という指摘と

に集団主義を成立させ，これに伴う守口"の精神の重要 も相通ずるものである。

性を説く。 これは価値を同じくする者の聞で生じてく

る，心から許しあえ，信頼しあえる安定した職場の雰囲

気の確立を目的としている。しかし，この「サヌック」

の状態はむしろ個人個人の価値意識の違いを認め，それ

故，互いの個人的趣好の差を埋め合うために，積極的に

コミュニケーションを行ない，集団の場をとりもっとい

った不安定性を基盤にした，より手段的な人間関係を表

わす。言いかえるなら，互いの利害を侵すことのない範

囲で，表面的に良好な人間関係を維持するために積僅的

に働きかける状態が「サヌックJの和気あいあいとした

状態とでも言えよう注②。

② このタイ人的， 日木人的小集団のあり方の遠いは花

回 (1979: 51)の論述にみることができる。「あなた

は仕事をする時他人の感情にかなり気を使うかJI他
人に対し気を配らないと，どうも落ち着いていられな

い方か」という二組の質問に対し，今回の調査では日

本 ・タイで次のような回答を得た。

表 日本人，タイ人の対人関係

「仕事をする時，他人の 「他人に対し気を配ら
感情にかなり気を使う」 ないと落ち着かない」

日本人タイ人 日本人タイ人

気を使う 55% 33% 落ち若かない 14% 59% 

どちらとも 28% 14% どちらとも 37% 18% いえ ない いえない

気を使わな 17% 53% 落ち着いて 49% 23% 、d、 いら jもる

100% 100% 100% 100% 

表からも明らかなように日本人は価値の同一性の高

い職場集団意識を成立させていることにより ，他人に

対し気を配らなくても落ち着いていられる (49%)が

タイ人は逆に個人の価値意識の違いを埋め合わせるた

め積極的に働きかけなければ落ち着かない(59%)。し

かし，日本人は成員意識が均質のため，その集団維持

のため 「察する」という言葉により表現される通り他

人の感情に気を使うことが必要とされる (55%)。

4. 本論文の視点、

上述のように， 日本人の集団主義とは規範的準拠集団

志向であるのに対し，より個人主義的色彩の濃いタイ人

にとって職場集団，会社の存在は日本人以上に手段的色

彩の濃いものである。この考え方を受け入れるとするな

ら， 日本人，タイ人は職場の人間関係，あるいは組織に

対する帰属意識において異なる従業者意識を形成してい

ると考えることが可能であろう。

本論文の視点とはこういった意識の違いを厳密な意味

での仮説検証といった方法によらず，より記述的に明ら

かにしていくことにある。むしろこういった記述を通し

て，今後の研究における仮説設定を可能にするような

事実認識をさらに広げていくことを意図するものであ

る。

この論文における第二の視点は日本人，タイ人の意識

の違いをよりマクロな社会学的視点から記述することに

あり，心理学的な問題意識のもとで論述することにある

のではない。故にアンケートの質問項目における Sema.

nticといった問題は一切削除している点を強調しておき

たい。こういった視点をもとに，以下において調査の方

法 ・結果について， さらに論述をすすめていこう。

5. 調査の方法

1978年11月中旬から約2週間タイに滞在し，従業員ア

ンケート調査を実施した。同様に日本国内でも1979年 1

月中旬より後半にかけて，タイで調査をした企業にと っ

一方タイ入社会では個人主義志向が広まっているた

め，他者に対し手段的に働きかけたとしても他者の感

情の中にまで無遠慮に入っていくことはしない (53

%)。このようにこの表の結果は， 第2節， 第 3節の

日本人，タイ人の従業者意識をよく表わしているとい

えよう。
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表 l 調査参加企業の概略

(タ イ) (日本)

業種 日系 従業員数
日本人

有効回収数 業 種 従業員数 有効回収数
従業員数

自動車販売 日系 450 12 145 自動車販売 220 170 

自動車整備 日系 281 2 212 自動車組立て 498 336 

自動車部品 日系 67 4 30 自動車部品 (7985) 51 

自動車部品 非日系 270 108 

食 品製造 日系 640 9 121 食 r守:製造 2624 60 

食 品製造 日系 300 24 115 

鉄鋼所 日系 144 14 50 冷却機探製造 670 218 

船舶代理底 日系 172 7 37 

音1-818 言1-835 

て親会社，関連会社にあたる四社でデータを収集し，さ

らにタイでの調査対象企業とは直接関連のない一社(冷

却機製造)でも調査を実施し， 合計タイで、は818， 日本

では835の有効回答を得ることができた。調査参加企業

の背景，アンケート有効回収数は表 1にまとめた通りで

ある。

タイにおける調査企業の選定にあたり， 1977/78年度

版・東洋経済新報社海外日系進出企業総覧の中から従業

員100名以上の日系進出企業を選び， 次にこの中から10

社を選定した。この10社は我々が接触可能な10社であり

無作為抽出ではない。表 1でまとめた日系企業の 7社は

いずれもこの10社の中に含まれている。

タイで使用したアンケート作成に関しては，まず日本

人のタイ語の専門家に作成を依頼し，完成した原稿を日

本語に通じたタイ人に内容確認をしてもらうという方法

を採用した。

<変数>

次に調査に使用した変数であるが，職場集団のまとま

り具合，人間関係を表わす質問は次の四質問により行な

った。

(1)私の仕事仲間は皆仲が良くまとまっている(まと

まり)

(2)私は私の仕事仲間(班，係，作業グノレープ)によ

くとけこんでいる(とけこみ)

(3)私は自分の仕事仲間を信頼している(信頼)

(4)私が友達づきあいをしている人は :(友達づきあ

い)

① 作業グルーフ。内にはいない

②

③

④

⑤

 

の 1/3位

の半分位

の 2/8位

の大体全員

If 

If 

If 

If 

回答は質問(4) のみ，上記の 5項目選択法を採ったが

残りは 5段階のリッカート尺度(収全くそのとおり"か

ら m全く違う")により求めた。

帰属意識に関する設問に関して今回の調査では， Por-

terら (1974)による15項目から成る帰属意識スケーノレ

をそのま利用した。 Porterらは帰願2意識を， (1)組織

目標と規範を自己の価値意識として受け入れる強い欲

求， (2)組織のために主体的に働く強い意欲， (3)組織

にとどまる強い願望の三要因とし，このそれぞれの要因

を表わす次の15項目より成るスケールを作成した。

1) この会社で働き続けるためであればどのような仕

事でも引き受ける。

2) この会社の一員であるという事を他の人に誇りを

もって言うことができる。

3) この会社で働こうと決めたのは明らかに間違いで

あった。

4) この会社は働くにはとても良い会社だと友人に話

すことができる。

5) この会社にずっと長くいても得るところはあまり

ない。

6) この会社は出来ばえの良い仕事をするために全力

を尽そうという気を起こさせてくれる。

7) 他の会社を選ばず，この会社に勤める事にして本

当に良かったと思う。

8) この会社に忠誠心といったものは持ち合わせてい

ない。

9) この会社での従業員の取り扱い方に賛成しかねる

ことがたびたびある。

10)この会社をやめる理由と しては現在の状況だけで

充分だ。

11)似かよった仕事につくことができるならば， どこ

か他の会社で働いてもいっこうにかまわない。
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12)自分が働くとしたら，この会社よりも良いところ づき合いの程度と強く関連しているが，一方，タイ人に

はほかにない。 おいてはこのような傾向は著しく弱い。日本人にとって

13) この会社を成功させるためであれば，普通以上に 集団のまとまり，あるいは同僚とのつき合いは，仲間と

努力することをいとわない。 の信頼関係と密接不可分の関係にあるのだが，タイ人の

14) この会社がさきゆきどうなっていくかという事が 場合，日本人程にはこのような密接な関係が存在してい

とても気になる。 ないのである注@。

15) この会社の組織風土や社風は私個人の価値感にピ 次に帰属意識のスケーノレであるが， 15項目の質問に対

ッタリ合っている。 する回答を Varimax回転を用いた主因子分析法にか

この質問に対する回答は先程と同様の 5段階のリッカー け，次のような結果を得た。

ト尺度により求めた。 表 3から読み取れるように，第一因子の説明量は日本

又この一連の質問に加えて，個人の価値志向性を表わ 人で75.8%，タイ人では65.2%と他の因子の説明量に比

す次の二つの質問を求めた。 べてそれぞれ大きく，又，各質問項目の第一因子に対す

(1)会社では自分に与えられた仕事のみに関心をはら る因子負荷量も安定して高い。この15項目の回答の方

い，他人の仕事には干渉しない(無干渉) 向を統一し， 単純加算によるスケールを作成すると，

(2)他の人が何を考えているかということよりも自分 Cronbachの αによる信額係数は日本人で， .9005，タ

に必要なのは何かということを優先して考える イ人では， .8161であった。

(自己優先) このように，第一因子に対する安定的に高い悶子負荷

回答は同じく 5段階のリッカート尺度により求めてい 量及び信頼係数を得る ことができたが， 項目(12)と(14)

る。 の第一因子に対する因子負荷量は相対的に小さく ，加え

表 3 帰属意識質問15項目 に対する因子分析

6.結果

はじめに職場集団の仲間意識を表わす各質問問の相関

係数を求め，それを表2にまとめた。

表 2 職場の まとまり 兵合，仲間意識を表わす

質問における相関係数

日 オ= タ イ

(信頼) (信煩)

ま とま り .496料* .070持

と けこみ .473本** .064 

友達づきあい ー283斗!ド .051 

* 5%レベノレで有意(両側検定)

*料 .1% " ( ，， ) 

数値は Pearsonの Proc1uctMoment Correlation 

Cofficient 

本来，母集団の異なる二つのサンブ勺レから得られた相

関係数を比較することは統計上問題であるのだが，それ

でも日本人，タイ人の意識傾向の一般的な差をみること

は可能であろう注③。 この表からも明らかなように， 自

分の仕事仲間を信頼している度合は， 日本人の場合，職

場集団のまとまり具合の主観的評価，及び仲間との友達

③ サンプロノレ数は日本，タイで835，818であり少くとも

サンプ/レ数の差により有意のレベルが大きく異なるこ

とはない。 しかし，この Pearsonの Proc1uctMo-

mentの相関係数による比較は単に一般的傾向の差を

概観するのにとどめておくべきである。
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項目

( 1) 

( 2) 

( 3) 

( 4) 

( 5) 

( 6) 

( 7) 

( 8) 

( 9) 

(10) 

表 3 ー続く

タイ

(抽出因子)

因子負荷量

1 2 

0.374 0.046 

0.615 0.236 

-0.653 -0.026 

0.553 0.133 

-0.616 0.228 

0.588 0.012 

0.759 0.184 

3 4 5 

0.384 -0.046 0.230 

0.151 -0.124 -0.268 

0.139 0.253 0.012 

0.139 0.083 -0.193 

0.189 0.100 -0.178 

0.132 0.153 0.035 

0.093 -0.114 -0.007 

-0.634 0.103 0.196 0.143 -0.066 

-0.452 0.261 -0.078 -0.265 -0.008 

-0.593 0.160 0.156 0.027 -0.015 

(11) ー 0.465 0.194 0.190ー 0.103 0.120 

(12) 0.083 0.490ー 0.282 0.211 0.094 

(13) 0.341 0.479 -0.165 0.140 0.065 

(14) -0.146 0.303 0.135 -0.200 0.129 

(15) 0.603ー 0.084 0.190 0.193 0.098 

説明盆 (65.2%)(13.4%) (8.3%) (5.8%) (3.9%) 

て項目 (14)では日本人，タイ人の符号が反対となってい

る。この結果を要約すれば， 日本人の場合，帰属意識が

高ければ，会社の将来も気がかりと感ずるのであるが，

タイ人では逆に会社の将来に何の気がかりも感じていな

いことを表わしている。

次に表4では帰府3意識スケーノレと，職場の仲間意識及

び，個人がどれ程自己の利害を重視して考えるかといっ

た各質問項目との相関関係をまとめている。

表 4 帰属意識スケーJレと他の質問項目との相関係数

日 本 タ イ

(帰属意識) (帰属意識)

まとまり .348*** .287*** 

とけこみ .374*** .198**キ

1釘 .463料* .019 

友達づきあい .222*** .128*** 

1ne 干 主l主 一.258*** 042 

自己優先 一.116木材 .029 

キ** .1%レベノレで有意(両側検定)

この表4における帰属意識のスケールは，第一因子に

対する因子負荷量が日本人， タイ人とも .5以上の 9項

目により作成されている注⑤。表4をまとめるならば，

⑤ この 9項目による帰属意識スケーノレの， Cronbach 
のαによる信煩係数は日本人で.8983，タイ人で.8422
である。

日本人，タイ人とも，職場集団の仲が良くまとまってい

ると感じていればいる程帰属意識も強くなるが，仲間と

の信頼関係と帰属意識との相関は日本人でのみ有意であ

り，タイ人では何の関連も見い出せない。又， 自己の利

害を重視する日本人程帰属意識は低く，又，他人への干

渉の傾向の弱い日本人程帰属意識は低くなっている。 と

ころがこのような傾向はタイ人には全く見られないとい

ってよい。

7. 考察とまとめ

前節で報告された表2，表 3，表 4の結果をもとに，

日本人，タイ人従業者意識の違いを第2節，第3節の論

旨に従い考察を加えてみよう。まず表 2から読み取れる

ように，日本人では，仲間同志の信頼関係が，職場集団

のまとまり具合(仲間へのとけとみ，仲間とのつきあい)

と密接な関係を有している。これを日本人の規範的準拠

集団志向という視点から考えてみよう 。まずこの志向性

を肯定し， 日本人の職場集団の理念型 (IdealType)を

考えてみると，成員が互いに共通の規範 ・価値を基礎に

職場の同僚との一体感 ・信頼感を成立させ，没個人主義

的な{中間意識を形成するものといえる。この理念裂にお

いては， 仲間意識 ・仲間と の良好な人間関係は{rl'問との

信頼関係に強く規定を受けているところに特色がある。

ここに困難な状況にあっても一致団結し，互いに助け合

い， {'I'間を裏切るこ となく集団の為に奉仕するという日

本人の職場の美徳が成立する基盤がある。そ して表 2の

結果を見る限り ，日本人のこの理念型を否定することは

できない。

これに対し，第3節では，タイ人の職場集団が異なる

価値志向性により支えられていると仮定した。この仮定

によれば，タイ人の職場集団は日本人以上に手段的色彩

が濃い。前述の「サヌック」的な人間関係，職場の雰囲

気では，規範を共有し， 信頼関係を築きあげるというよ

りは，個々人の価値意識の違いを前提にしたうえで，そ

の違いを埋めるために積極的に働きかけるといった手段

的， 表面的な人間関係が維持されるのである。それ故，

ここでは日本的な組織道徳にみられる，仲間との信頼=

職場集団のま とまりとい う関係は成立せず，それぞれが

むしろ独立次元として存在するのであろう。 言いかえる

なら別に信頼関係があろうがなかろうが職場のまとまり

(まとまり， とけこみ， 友達づきあい)は維持されるの

である。表2の結果はタイ人の職場集団におけるこの仮

定を肯定するものと して受けとめることができょう。

次に表 3における帰属意識の各質問に対する回答の因

子分析の結果を考察してみよう。 Porterスケールの日



本への適用で問題となる信頼性 ・妥当性の検討について

は花田 (1980)の簡単なま とめがあるが，表3の日本

人 ・タイ人における第一因子の説明記;・各項聞の第一因

子に対する比較的に高い因子負荷量，及び， Cronbach 

の αによるスケーノレの信頼係数などを見る限り， 米国

で作成された Porterスケーノレを日本及びタイでも使用

することを積極的に否定することはできない。

しかし，項目 (12)と (14)の因子負荷量が相対的に小

さく， 又項目 (14)では因子負荷量の符号が日本人， タ

イ人では逆転している点など，いくつかの問題点をあげ

ることができる。こういった問題はおそらく， 日本人，

タイ人にとっての組織のあり方，及び文化的な価値志向

性の差により説明が可能であると考える。

まず項目 14の符号の違いについて考えてみよう。日本

では一般的に組織と個人のかかわり合い方は終身雇用，

年功制度を念頭においたより長期的な視点をも ったもの

であり，この場合，各個人の組織の将来に対する関心も

必然的に高くなるであろう。これに対し， タイ人の組織

に対するかかわり合い方は，より短期的な現実重視のか

かわり合い方である。タイの諺にある 「行く手に升ニ戸が

あると思うなJ，i10個の子安貝が近くにあれば，まず自

分の手1'1"に収めよ」といった現実的 ・即時的な考え方は

この志向性をよく表わ している。明日の繁栄よりも今日

のパンといった現実重視 ・即時的な志向のもとでは，現

在あるいは将来，自己の属する組織に何の気がかりもな

いからこそ組織に強く帰I罵するという日本人とは異なる

関係を成立させるのではなかろうか。タイ人にみられる

この関係は，組織の存在が個人にと ってより手段的であ

ることによりはじめて成立するものであり，これも又第

3節において拙かれたタイ人の従業者意識観と整合する

ものであるといえよう。 しかし項gl(14)の因子負荷量

は他の因子負荷量に比べて相対的に小さく，この傾向を

あまりに強調すべきではない。

次に質問項目 (12)について考察してみよう。 この項

目に対するタイ人の因子負荷量は特に小さい。この比較

的に低い因子負荷量の値も又タイ人の功利主義的個人主

義志向に帰因するのかもしれない。このような志向のよ

り強いタイ人の職場にあっては，いくら個人が組織に帰

属していたとしても，常に労働条件の良い他企業への移

動は彼等の価値志向性には何ら矛盾せず，加えて，こう

いった他企業の存在も常に意識されているのであろう。

さらに現実のタイ社会における雇用状況は経営者側の買

い手市場であり，このような労働移動を円滑に促進する

ものではない。それ故，この労働市場の存在がさらに項

目 (12)と帰属意識の聞に独立の関係を生じさせるのを

( 15 ) 

助ける働きをもつのかもしれない。

次の表4においても又， 日本人とタイ人の価値志向性

の遠いによりもたらされた従業者意識の相違を読み取る

ことができる。この相違とは，表 4の枠内に示された三

組の相関々係により見い出すことができる。繰り返し述

べるように，規範的準拠集団志向を基盤にした組織と個

人の関係では，自己の利害を優先させない没個人主義的

志向の強い人程組織に対して帰属しやすく，逆に自己の

仕事にのみ関心を払うといった非集団主義志向の強い人

は組織に対し，帰属感をもちにくい。まとめると，個々

人の価値の一体化をもとに，信頼関係でつながれた者同

士が自己の利害よりも組織のそれを重視した時，そこに

は組織に対する強い帰属意識も成立するどいう規範的準

拠集団の理念型を仮定することができるが，表4におけ

る日本人の結果はこの理念型と整合性を有したものであ

る。

一方， 日本人に見られるこの関係は表 4のタイ人の結

果からは見い出すことが出来なかった。それはタイ人の

従業者意識が日本人の価値志向性とは異なるものにその

成立基盤を置いているからであることを肯定するもので

はなかろうか。これは，青木(1979)，市川 (1976)のタ

イ社会の観察にみられる「タイ人の変わり身の早さ」

「組織に深く帰)，i"f¥しているように見えても個人の利害1'1"
心にふるまう」というタイ人評とも密接に関連している。

要するに既述の Schrollの見解にも見られるように，タ

ィ人の場合帰JIj!，意識に影響を与える要因は日本的な集団

主義にあるのではなく， それ故， 表4で得られたよう

に，組織に対する帰属と日本的な集団主義を示す項目と

の聞に独立の関係が生ずるのであろう。

こういった一連のデータを検討する限りにおいて， 日

本人とタイ人のそれぞれが異なる価値志向性に立脚し，

互いに相違する従業者意識を形成していると考えること

は可能であろう。それは今後の従業者意識国際比較理論

構築のための仮説設定に容与するものであると考える。

終わりにあたり，序論でふれた海外日系企業の経営実

務に携わる日本人の立場にたって問題をもう一度論じ，

まとめにかえよう。この小論で、問題としてとりあげたこ

とに日本人 ・タイ人の価値志向性の差異があげられる。

我々日本人は日本の文化 ・経営風土に慣れ親しんでお

り，海外日系企業経営にあたっても意識的 ・無意識的に

集団主義に基づく組織道徳の立場から価値判断を下して

しまう。 しかし， 異なる価値志向性の存在を是認すると

するなら，海外日系企業経営の日本人が規範的準拠集団

志向に基づく組織道徳の立場から功利主義的個人主義に
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根ざしたタイ人の組織道徳の是非を価値判断で、決めつけ

でしまう愚は避けなければならないだろう。即ち，海外

日系企業経営にあたり必要とされるテーゼのひとつは，

日本的な考え方は考え方でそれを表明したとしても，そ

の価値判断を相手に押しつけることのない現地人との人

間関係を築きあげる不断の努力であろう。
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